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2024年 11月 29日 

サステナビリティ基準委員会 

 

サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案第 2号 

サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 3号 

「指標の報告のための算定期間に関する再提案」の公表 
 

 

公開草案に対するコメントの募集 

当委員会は、我が国におけるサステナビリティ開示基準の草案として、2024 年 3 月に次

の公開草案（以下あわせて「2024年 3月公開草案」という。）を公表しました。 

 サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案 

「サステナビリティ開示基準の適用（案）」（以下「適用基準案」という。） 

 サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 1号「一般開示基準（案）」 

 サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 2号 

「気候関連開示基準（案）」（以下「気候基準案」という。） 

2024年 3月公開草案のコメント期間は 2024年 7月までであり、100通を超えるコメント

が寄せられました。 

当委員会は、2024年 3月公開草案に寄せられたコメントを踏まえ、2025年 3月末までに

確定基準を公表することを目標に再審議を行っています。 

再審議の結果、2024年 3月公開草案の提案を修正することがありますが、2024年 3月公

開草案の提案を修正することとした内容のうち、当委員会が改めてコメントを求めること

が適切であると考えた論点について、公開草案を再度公表することとしています。 

2024 年 3 月公開草案の再審議において、指標の報告のための算定期間に関する論点はそ

のような論点に該当すると考えられたことから、公開草案を再度公表したうえでコメント

を求めることとし、2024 年 11 月 28 日開催の第 44 回サステナビリティ基準委員会におい

て、再提案を公開草案「指標の報告のための算定期間に関する再提案」（以下「本公開草案」

という。）として公表することを承認しましたので、本日公表いたします。 

なお、本公開草案は、このような趣旨により公表することとしているため、再提案の内容

についてコメントを求めるものであり、再提案の内容以外についてコメントを求めること

を目的としておりません。 

本公開草案は、再提案の内容について広くコメントをいただくことを目的として公表す

るものです。本公開草案に対するコメントがございましたら、2025年 1月 10日（金）まで

に、原則として電子メールにより下記へ文書でお寄せください。フォーマットは任意ですが、

当委員会指定のフォーマット（https://www.ssb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/6/20

24ed02.xlsx）をご利用いただけます。 

https://www.ssb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/6/2024ed02.xlsx
https://www.ssb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/6/2024ed02.xlsx


 

- 2 - 

記 

 

電 子 メ ー ル：2024ed02@ssb-j.jp 

 

コメント提出にあたっての留意事項 

コメントを提出いただくにあたり、次の事項については、あらかじめご了承ください。 

 賛成又は反対の結論だけでなく、可能な限り、その理由や、具体的な代替案のご提示

をお願いします。 

 提出者の氏名又は企業等の名称を必ずご記載ください。氏名又は企業等の名称が付

されていないコメントは、有効なものとして取り扱いません。 

 

なお、寄せられたコメントは、次のように取り扱います。 

 提出者の氏名又は企業等の名称を含め、当委員会のホームページにおいて公開いた

します。 

 寄せられたコメントに対して、当委員会から直接、提出者に回答することはいたしま

せんが、すべての内容について確認したうえで、再提案の内容に対して寄せられたコ

メントについてその対応を再審議します。その際、コメントの数ではなく、コメント

の理由を中心に、当委員会における開発方針やこれまでの審議の状況等を踏まえな

がら、再審議します。 

 再審議の結果、当委員会の提案が変更になる可能性があります。提案を大きく変更

し、追加的に関係者からのコメントを募集することが適切であると当委員会が判断

した場合、再度、公開草案を公表する可能性があります。提案を変更した場合に必ず

公開草案を公表し直すわけではありません。 

 

本公開草案の概要及び質問項目 

以下の概要は、コメントをお寄せいただくにあたっての便宜に資するため、本公開草案の

内容を要約したものです。コメントをお寄せいただく際には、より正確な検討のために本公

開草案をお読みいただきますようお願い申し上げます。 

 

ページ 

◼ 気候基準案の再提案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

◼ 適用基準案の再提案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

 

  

2024ed02@ssb-j.jp
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◼ 気候基準案の再提案 

本公開草案は、気候基準案第 53 項及び第 54 項を削除することを提案しています。

この提案に従えば、気候基準案第 46 項(1)に定める温室効果ガス排出について、気候

基準案第 51 項ただし書きに従い、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準

（2004 年）」（以下「GHG プロトコル（2004 年）」という。）とは異なる方法により測定

した温室効果ガス排出量を報告することを選択し、かつ、サステナビリティ関連財務開

示（及び関連する財務諸表）の報告期間と、温室効果ガス排出量の報告のための算定期

間との間に差異が生じる場合、合理的な方法により期間調整を行い、報告期間に係る温

室効果ガス排出量を算定することとなります。 

「GHGプロトコル（2004年）」とは異なる方法を用いて測定することを認めることに

より作成者のコストを低減することと、指標の報告のための算定期間をサステナビリ

ティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間にあわせることのいずれを優先

すべきかに関して、IFRS サステナビリティ開示基準は必ずしも明らかにしていないと

考えられるものの、サステナビリティ関連財務開示と関連する財務諸表の情報との間

のつながり（適用基準案第 31項(3)）を重視する観点から、特に国内外の利用者及び保

証業務実施者から後者を優先すべきとの意見が強く寄せられたことを踏まえ、本公開

草案では、気候基準案の提案を変更し、サステナビリティ関連財務開示（及び関連する

財務諸表）の報告期間と、温室効果ガス排出量の算定期間との間に差異が生じる場合、

期間調整を要求することを再提案しています。 

また、当委員会では、当委員会が公表するサステナビリティ開示基準の開示目的を満

たす開示を作成するにあたり、企業の実態を反映した有用な情報を提供すると同時に、

当該情報を作成するためのコストが限定的となるような期間調整の方法を、基準にお

いて定めることを検討しました。しかしながら、企業の実態を反映する期間調整の方法

についてはさまざまな方法が考えられ、当委員会が公表するサステナビリティ開示基

準において特定の期間調整の方法を定めた場合には、必ずしも企業の活動を忠実に表

現しない場合があると考えられたため、期間調整のための合理的な方法については具

体的に定めないこととした旨を、確定基準の結論の背景において記載することを提案

しています。 

 

◼ 適用基準案の再提案 

本公開草案は、適用基準案第 71 項を削除し、あわせて適用基準案第 70 項を修正す

ることを提案しています。この提案に従えば、企業が活動する法域の法令の要請により

指標を報告することが要求されており、当該指標の報告のための算定期間がサステナ

ビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間と異なる場合、合理的な方

法により期間調整を行い、報告期間に係る指標を算定することになります。 

適用基準案第 71 項は、例えば、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理

の改善の促進に関する法律」に基づく化学物質排出移動量届出制度（PRTR 制度）のよ

うに、企業が活動する法域の法令の要請により指標を報告することが要求されており、
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当該指標の報告のための算定期間がサステナビリティ関連財務開示（及び関連する財

務諸表）の報告期間と異なる場合は、温室効果ガス排出量を報告する際の「地球温暖化

対策の推進に関する法律」に基づく「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（温

対法）に限られるものではないことから追加した提案です。したがって、気候基準案に

おいて指標の報告のための算定期間に関する論点を再提案するのであれば、適用基準

案における指標の報告のための算定期間に関する論点についても再提案することが整

合的であると考えられたことから、同様の再提案を行うこととしています。 

 

質問 

本公開草案における再提案の内容に同意しますか。同意しない場合には、その理由を

ご記載ください。 

 

以 上 


